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配当貴族指数は年次リバランスと半期のセミリバランスがあります。 
年次リバランスは毎年１回、7月の最終営業日に全面的にリバランスされ、全銘柄が適格性基
準にもとづきスクリーニングされます。適格性基準については、最終ページをご参照ください。 

今回の年次リバランスでは、奥村組や高砂熱学工業など20銘柄が追加となった一方で、協和エ
クシオやセブン＆アイ・ホールディングスなど、20銘柄が除外されることとなりました。入れ
替え後の構成銘柄数は、入れ替え前と変わらず50銘柄となります。 
 

追加された銘柄 
（20銘柄） 業種* 

奥村組 資本財・サービス 

高砂熱学工業 資本財・サービス 

日清紡ホールディングス 資本財・サービス 

アイカ工業 資本財・サービス 

日本化薬 素材 

武田薬品工業 ヘルスケア 

中国塗料 素材 

ヤフー 情報技術 

ユニプレス 一般消費財・サービス 

東プレ 一般消費財・サービス 

グローリー 資本財・サービス 

ダイヘン 資本財・サービス 

しまむら 一般消費財・サービス 

ふくおかフィナンシャルグループ 金融 

スルガ銀行 金融 

セブン銀行 金融 

ソニーフィナンシャルホールディングス 金融 

中国電力 公益事業 

沖縄電力 公益事業 

ベネッセホールディングス 一般消費財・サービス 

*業種分類は世界産業分類基準（GICS）に基づいています。 
出所：S&P Dow Jones Indices LLCからの情報をもとに明治安田アセットマネジメント作成 

 【配当貴族指数 追加・除外銘柄一覧】 

配当貴族指数*の銘柄入れ替えについて 情報提供資料 

 * 当資料ではS&P/JPX配当貴族指数を指します。指数については最終頁をご参照ください。 

除外された銘柄 
（20銘柄） 業種* 

協和エクシオ 資本財・サービス 

セブン＆アイ・ホールディングス 生活必需品 

レンゴー 素材 

カネカ 素材 

ラウンドワン 一般消費財・サービス 

アース製薬 生活必需品 

サトーホールディングス 資本財・サービス 

平和 一般消費財・サービス 

第一興商 一般消費財・サービス 

ユナイテッドアローズ 一般消費財・サービス 

千葉銀行 金融 

南都銀行 金融 

芙蓉総合リース 金融 

東京センチュリー 金融 

スターツコーポレーション 一般消費財・サービス 

住友倉庫 資本財・サービス 

光通信 一般消費財・サービス 

東京瓦斯 公益事業 

カプコン 情報技術 

アークス 生活必需品 
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 【配当貴族指数 構成比上位10銘柄】 
順位 銘柄名 業種* 

1 奥村組 資本財・サービス 

2 日本たばこ産業 生活必需品 

3 武田薬品工業 ヘルスケア 

4 ローソン 生活必需品 

5 りそなホールディングス 金融 

6 ＮＴＴドコモ 電気通信サービス 

7 中国電力 公益事業 

8 田辺三菱製薬 ヘルスケア 

9 大東建託 不動産 

10 ほくほくフィナンシャルグループ 金融 

*業種分類は世界産業分類基準（GICS）に基づいています。 

（指数値） 

図表：配当貴族指数のパフォーマンス 

（年/月） 

（2017年12月29日～2018年7月31日） 

 
出所：Bloombergのデータをもとに明治安田アセットマネジメント作成 

※2017年12月29日の値を100として指数化 
※どちらもトータルリターンベース 
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※1 リバランス時の構成銘柄数は最低40銘柄で、適格性基準を満たす構成銘柄数が40を下回った場合には、７年以上にわたり増配または安定的に
配当を維持している銘柄が配当利回りの高い順に指数に追加されます。 

       上記が全ての銘柄選定条件ではありません。 
※2 指数の構成銘柄は、毎年1回7月にリバランスされます。 
※3 基準日（2006年7月31日）を100として、2015年12月22日から算出を開始しています。 

◆S&P/JPX配当貴族指数（トータルリターン）とは、TOPIX（東証株価指数）の構成銘柄のうち、
10年以上にわたり増配または安定的に配当を維持している銘柄を対象とした株価指数です。 

出所：日本取引所グループのホームページ等をもとに明治安田アセットマネジメント作成 

S&P/JPX配当貴族指数 
対象市場 東京証券取引所 市場第一部（TOPIX構成銘柄） 

構成（対象）銘柄※1 ・10年以上にわたり増配または安定的に配当を維持  
・配当利回り最上位 約40～50銘柄を選定 

算出方法※2 配当利回り加重平均 

（ご参考） 

・S&P/JPX配当貴族指数（以下「当インデックス」）は、S&P Globalの一部門であるS&P Dow Jones Indices LLCまたはその関連会社（以下
「SPDJI」）、株式会社日本取引所グループ（以下「JPX」）および株式会社東京証券取引所（以下「東証」）の商品であり、これを利用するラ
イセンスが当社に付与されています。Standard & Poor’s およびS&P は、S&P Globalの一部門であるStandard & Poor’s Financial Services 
LLC（以下「S&P」）の登録商標で、Dow Jones は、Dow Jones Trademark Holdings LLC（以下「Dow Jones」）の登録商標であり、これ
らの商標を利用するライセンスがSPDJIに、特定目的での利用を許諾するサブライセンスが当社にそれぞれ付与されています。JPX はJPXの登
録商標であり、これを利用するライセンスがSPDJIに、特定目的での利用を許諾するサブライセンスが当社に付与されています。TOPIXの指数値
およびTOPIXの商標は、東証の知的財産であり、株価指数の算出、指数値の公表、利用などTOPIXに関する全ての権利およびTOPIXの商標に関
する全ての権利は東証が有します。当ファンドは、SPDJI、Dow Jones、S&P、それらの各関連会社、JPXまたは東証によってスポンサー、保証、
販売、または販売促進されているものではなく、これらのいずれの関係者も、かかる商品への投資の妥当性に関するいかなる表明も行わず、当イ
ンデックスのいかなる過誤、遺漏、または中断に対しても一切責任を負いません。 

® ®
®

®

本資料に関してご留意いただきたい事項 
 本資料は、明治安田アセットマネジメント株式会社（以下「当社」という）が情報提供を目的として

作成したものであり、投資勧誘を目的とするものではありません。また、金融商品取引法に基づく開
示資料（交付目論見書等）ではありません。 

 本資料は、当社が信頼できると判断した情報等をもとに作成しておりますが、完全性、正確性等を保
証するものではありません。 

 本資料中のグラフ、数値等は、あくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証す
るものではありません。 

 本資料中に記載された意見等は資料作成時点でのものであり、今後、予告なしに変更・削除等をさせ
ていただくことがあります。 

 なお、本資料及びここに記載された情報・商品に関する権利は当社に帰属いたします。したがいまし
て、当社の書面による同意なく、その全部または一部を複製し、またその他の方法で顧客等に配布す
ることはご遠慮ください。 

 資料中に記載したインデックスに関する知的財産権その他一切の権利はインデックスの発表元に帰属
します。 

 個別銘柄の例示について 
当資料中の個別銘柄への言及または提示は、推奨または投資勧誘を目的としたものではありません。 
当ファンドが当該銘柄の有価証券に投資していることを示すものではなく、また、今後当ファンドが当
該銘柄の有価証券に投資することを保証するものではありません。 
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